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海洋地質部の最近の研究の概要

大町北一郎(海洋地質部)

昭和49年4月に海洋地質部カミ発足してから本年で5年

目をむかえた･またわが国が海洋技術開発に本格的

にとりくむことになってから約17年を経過した.即ち

昭和36年4月20日総理府に海洋科学技術審議会が設

置され(昭和46年7月1目海洋開発審議会に改組さ

れる)て以来4回の諮問と答申(昭和48年!0月17目)が

おこなわれている.とくに答申にそって第1次実行

計画(昭和44年～昭和50年)第2次実行計画(昭和5!年

～昭和56年)が海洋科学技術開発推進連絡会議(昭

和44年8月21目設置)によって作成され各分野の研究

カミ違められている.海洋地質部は(I)海洋探究に関

するプロジェクトのうち第2プロジェクト目本周

辺海域の総合調査研究一日本周辺大陸棚海底地質総

合研究(特別研究昭和49年～昭和53年)と海底砂利

賦存状況調査(生活産業局窯業建材課の要請による研

究昭和50年～昭和54年)を実施している.

次に第3プロジェ4卜大洋域の総合調査研究一

深海底鉱物資源探査に関する基礎的研究(特別研究

昭和47年～昭和53年)と(II)技術開発に関するプロ

ジェクトのうち第4プロジェクト海洋環境保全に関

するシステム的調査技術開発一汚染底質堆積機構

に関する研究(特別研究昭和52年～昭穐54年)が実

施されている.このように海洋地質部は発足以来目
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例⑧:深海底鉱物資源探査に関する堪礎的研究
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第1義昭和51年･52年･53年における白嶺丸研究航海

航海名*

期目

目的

海域

主席研究員

GH76-1�51.1.10-51.�3.9�深海底鉱物資源研究�中部太平洋(ノ･ワイ南西方)�水野篤�行���

GH76-2�4.17�一�6.4�周辺海域100万分1の広域海底地質図�東北本州･北海道沖(太平洋)�本座�栄�一�

GH76-3-1�6.15�一�6.30�周辺海域20万分の1海底地質図�八戸沖(太平洋)�本座�栄�一�

GH76-3-2�7.1�一�7.21�同上表層堆積図�同上�井上�英�=�

GH76-3-3�7.22�`�7.30�同上海底地質図�西津軽油(日本海)�同�上��

GH76-3-4�7.31�■�8.4�周辺海域100万分の1広域海底地質図集団研修コｰス研修�金華山沖(太平洋)�中条�純輔��

GH77-1�52.1.12-52.�3.12�深海底鉱物資源研究�中部太平洋(マｰシャル東方)�盛谷�増�之��

GH77-2�4.19�一�5.28�周辺海域100万分の1広域海底地質図周辺海域20万分の1海底地質図�西南目本沖(日本海)および隠岐諸島�本�座�栄�一

����周辺�����

GH77-3-1�6.14�一�7.9�周辺海域100万分の1広域海底地質図�オホｰツク海および北海道沖(肩本海)�同�上��

GH77-3-2�7.10�■�8.6�周辺海域20万分の1表層堆積図�西津軽油(日本海)�井�上�英�二

GH77-3-3�8.6�.�8.12�周辺海域100万分の1広域海底地質図集団研修コｰス研修�東北本州沖(日本海および太平洋)�中�条�純輔�

GH78-1�53.1.7�一�3.7�深海底鉱物資源研究�中部太平洋(マｰシャル東方)�盛谷�摺�之�

GH78-2�53.4.18�■�6.1�周辺海域100万分の1の広域海底地質�日本海中部(北海道･東北日本･肩本�本�座�栄�一

���図�海側)�����

GH78-3-1�53.6.13�一�7.4�周辺海域20万分の1海底地質図�隠岐諸島海域�井�上�英�二

GH78-3-2�53.7.12�一�8.7�周辺海域20万分の1海底地質図�紋別納･網走沖海域�井�上�英�二

GH78-3-3�5318.7�一�8.12�周辺海域100万分の1広域海底地質図集団研修コｰス研修�東北本州沖(日本海および太平洋)�井�上�英�一

一���������

*地質調査所による研究航海にはすべてGHの記号の次に年次ごとの通し番号がつけられている

本の海洋地質研究の総合的研究機関として新しい海洋

地質調査方法調査機材の開発(特許件数4点)および

研究がおこなわれている.とくに陸上の野外調査研究

とはことなり調査船(白嶺丸および傭船)を使用して

の調査であるから乗組員と研究員の調和カミ大切でつ

いて海洋調査機械類の安全管理を初めとして調査海域

の安全運航のため諸連絡等の研究調査活動にともなう諸

問題を航海前中および後について配慮することによっ

て調査活動が円滑に実施される.また研究員も地質

地球化学地球物理電子工学地形等の各専門分野

が調査船に乗くみ調査を行うために研究員のチｰムワ

ｰクたくしては海洋地質調査は困難である.またこ

の他には調査実施時期についても年間もっとも好天侯

時期をえらんで実施しないと調査研究活動の実数(現

在年間160目)影響を与えることになる.このように海

洋地質調査研究を実施するためには陸上における地質

調査研究とは全く異なる配慮が必要でこの配慮なくし

ては海洋地質調査は実施できにくいものである.

次に海洋地質部の年間研究航海日程としては白嶺丸

(地質調査船)による研究航海は1月～8月の間に行っ

ている(昭和53年度については第1図参照).第1表

はこの3年間の航海をまとめたものである.

日本周辺海域の研究航海の一部には毎年恒常的に日

本政府の沿海探査集団研修コｰスの発展途上諸国研修員

10数名が乗船し海洋地質部の数名の研究員の指導のも�
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目既調査海域

□未調査海域
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とに海洋地質調査全般に関する研修を行っている.

この他に個人研修としてトルコ韓国からの研修生

を1名ずつ約6ヵ月目本周辺海域の研究航海にうけ入れ

た.また本年1月の中部太平洋の深海鉱物資源探査

の研究航海にはフィジｰ政府研究員をうけいれた.

海洋地質分野については研究分野が国際的関連性

が強いため政府間会議また国際的共同研究に従事す

る場合が多い.昭和52年11月28目～!2月3目までニ

ュｰヨｰク市フォｰド財団会議室で国連主催の深海底

マンガン団塊専門家会議(大町)に参加したことを初

めとし昭和52年10月から昭和53年!月までの国際深

海掘削計画(IPOD)(昭和50年から甲際共同研究(米

目ソ英仏西独の5ヵ国))としてグ』一マ

ｰ･チャレンジャｰ号による第5758航海にそれぞれ

1名の堆積学専門家(本座水野)が参加した.

日本周辺大陸棚海底地質総合研究(第1次計画･

昭和49年～昭穐53年度)は周辺海域の海底地質図お

よび表層堆積図を作成することを目的としている.

第2図は日本周辺海域の広域調査海域(縮尺100

万分の1)の年次別調査海域を示すもの昭和53年度は

日本海中部(北海道･東北日本目本海側)を実施し

た.

この他に基本海底地質図幅の対象沿岸海域(狭域

調査縮尺20万分の1)として甑島対島一五島

相模灘紀伊水道南方八戸沖西津輸隠岐諸島

(53年)紋別沖･網走沖(53年)の大陸棚･上部大陸斜

面に関して詳細な海底地質構造海底地質層序を確

立するため精密物理探査とドレヅジの他に昭和53

年度から大型の海底沈座式試錐機(水深500㎜コア

･サンブノレ6m)によるロック･コアラｰ調査が実施

され多大の成果をあげた.このような航海研究と

室内研究によって作成された海底地質図と海底表層堆

積図は農林水産省運輸省文部省外務省などの諸

官庁を初めとして各地方庁の関連機関から要望カミ年

ごとに増加しつつある.このことは経済水域200
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深海底鉱物資源探査に関す

る基礎的研究数字は年

度を示す4546は科

学技術庁時調費によるもの�
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策2表刊行されたクルｰズ･レポｰトと海洋地質図

クルｰズ･レポｰト(Cru五seReport)(英文和文要旨付き)

No.1深海底鉱物資源探査に関する基礎的研究

北西太平洋における昭和47年11月～12月航海調査報告(1975)

No.2五島･対島周辺海城の海底地質調査航海報告(1975)

No.3GH7近一1-2調査研究航海報告一相模灘周辺海域昭和49年4月

5月(1975)

No.4東部中央太平洋海盆に関する深海底鉱物資源の研究

(GH74-5研究航海1974年8月～10月)(ユ975)

Nら.5GH74-3研究航海報告一南方諸島(伊豆･小笠原海域)(1976)

No.6琉球(南西諸島)島弧GH75-1GH75-5次航海1975年1月

～2月7月～8月(1976)

No.7日本海溝と千島海溝南域およびその斜面域の地質学的調査

(GH76-2次航海1976年4月～6月)(1977)

No.8中東部中央太平洋海盆に関する深海底鉱物資源の研究

(GH76･1研究航海1976年1月～3月)(1977)

No.9西南目本太平洋側海底地質研究GH754調査航海報告1975

年6月～7月(1978)

No.1O沖縄舟状海盆北縁および日本海西縁城の地質学的調査

(GH77-2研究航海1977年4月～5月)

海洋地質図(MarineGeo1ogyMapSeries)

No.1髄高周辺海域海底地質図1=200,000

No.2対島一五島海域表層底質図1;200,000

No.3相模灘及付近海底地質図ユ=200,OOO

No.4相模灘及付近表層堆積図1=200,OOO

No.5琉球諸島周辺広域海底地質図1=1,000,000

No.6紀伊水道南方海底地質図1=200,000

No.7紀伊水道南方表層堆積図1=200,OOO

No.8西南肩本外帯広域海底地質図1;1,OOO,O00

No.9八戸沖表層堆積図1丁200･O00
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海里(約370k皿)問題と日本沿岸周辺の漁業底質汚染

海洋構造物建設など海洋の多角的利用の時代を反映し

ているのであろう.

深海底鉱物資源探査に関する基礎的研究(昭和47

年～昭和53年)は昭和47年～昭和48年はマリアナ･マ

ｰシャノレ群島についてルｰト調査を実施して来たが

昭和49年度からは面調査として中部太平洋(中央太

平洋海盆)について研究カミ違められている(第3図参照).

この研究目的は中部太平洋海域(東西約1,500星m

南北約500Lm)のマンガン団塊賦存海域について分布

状況賦存量形態化学組成海底地形海底堆積物

の性質およびマンガン団塊の成因をあきらかにすること

である.調査方法としては約100km間隔の側線･

測点について海洋物理探査(エアガン3.5kHzサブ

ボトムプロフアイラ)とフリフォｰノレ･サンプラｰおよ

びボックス･サンプラｰによるマンガン団塊試料採集を

おこなっている.昭和53年度は昭和54年1月～3月の

間最終的とりまとめのための研究航海を行うことにな

っている.個々の研究航海ごとにクノレｰズ･レポｰ

ト(英文･和文要旨付き)として報告されている.こ

れまでに刊行されたクルｰズ･レポｰト(研究航海報告)

は第2表に示す.

白嶺丸以外の調査船による研究航海としては昭和52

年度以降3ヵ年計画として汚染濠質堆積機構に関す

る研究(特別研究)をモデノレ海域として志布志湾駿河

湾(昭和52年度)苫小牧･噴火湾宮山湾(昭和53年

度)について行った.この調査は音響機器による汚

染底質の堆積環鏡を解明する目的で実施されている.

とくに堆積物の起源堆積環境の変遷を明らかにするた

め堆積物の層厚分布海底微地形海中懸濁物堆積

物の物理･化学的静性質および堆積物の構造を解明する

ために亜寒帯域亜熱帯域をモデノレ海域として研究が計

画されている.

このほかに通産省生活産業局窯業建材課からの要請

による調査研究として海底砂利賦存状況調査(昭和

50年～昭和54年)として沿岸海域(水深20m～30m)

の海底砂砂利賦存量と賦存海域の海底地形との関係に

ついての調査研究航海がおこなわれている.現在まで

の調査海域としては九州北方沿岸域(昭和50年)九

州西方沿岸域(昭和51年度)沖縄本島西方沿岸域(昭

和52年度)山口県大島北方沿岸域(昭和53年度)につ

いて粒度組成海底地形第四紀地史との関係および

海砂の賦存量について調査結果が毎年報告されている.

とくにこの海砂海砂利の調査は重要でわが国の骨

材原料供給面でとくに西南目本地方では河川砂利山

砂利よりはその大部分を海砂利に依存している現状か

らみて早急に沿岸海域の海砂利賦存量調査が期待され

ている.�


